
平成19年 11月 13日 

 

「三重県後期高齢者医療広域連合広域計画〔案〕」について 

 
平成２０年４月から「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づいて、新たに後期高齢者医療制

度が実施されます。この医療制度の運営は、都道府県を単位とした全市町村で構成する広域連合が

行うこととなっており、平成１９年２月１日に「三重県後期高齢者医療広域連合」（以下「広域連

合」という。）が設立されました。 

「三重県後期高齢者医療広域連合広域計画」は、後期高齢者医療制度を円滑に実施するため、地

方自治法第２９１条の７の規定により作成するものです。 

このたび、パブリックコメントで寄せられました皆様のご意見、住民及び住民関係団体の代表者

等で構成する広域連合運営協議会での意見等を反映することにより、広域計画〔素案〕を修正し、

広域計画〔案〕として取りまとめましたのでお知らせします。 

 

 

●広域計画〔素案〕からの修正内容（下線部分を修正） 

 

２ 広域連合の基本方針 

 

 広域連合は、関係市町との連絡調整を密に図りながら、「高齢者の医療の確保に関する法律（昭

和５７年法律第８０）」（以下「高確法」という。）の趣旨を尊重し、被保険者である７５歳以上の

高齢者等が世代の不利益なく継続して必要な医療や保健に関するサービスを受けることができる

よう、所要の施策を実施していきます。

また、広域化のスケールメリットを活かした財政の安定化と後期高齢者医療に要する費用の適正化

を図ることにより、後期高齢者医療制度の運営が適正かつ円滑に行われるよう努めます。 

 

●理由 

・パブリックコメントで寄せられた「差別医療となる診療報酬の包括払いは止めるべき。」という

ご意見及び広域連合運営協議会における「後期高齢者医療制度に包括医療が導入される可能性が

あることもあり、７４歳までの医療と７５歳以上の医療が、差のない医療であってほしいので、

広域計画の中にそのような主旨を一つの理念として謳ってもらう必要がある。」という意見を勘

案し、検討の結果、上述のとおり修正しました。 

 

●「三重県後期高齢者医療広域連合広域計画〔案〕」の公表場所 

  広域連合ホームページ（http://www.75iryo.biz-web.jp/）へ掲載のほか、広域連合事務局、三

重県内各市町の老人医療担当課及び国民健康保険担当課で閲覧・配布しています。 

 

●問い合わせ 

  三重県後期高齢者医療広域連合事務局総務企画課 ＴＥＬ：０５９－２２１－６８８０

http://www.75iryo.biz-web.jp/


平成 19 年 11 月 13 日 

 

パブリックコメントの結果について 

 

 

意見募集案件名 

○三重県後期高齢者医療広域連合広域計画〔素案〕 

 

この案件について、三重県後期高齢者医療広域連合ホームページなどを通じてご意

見を募集しました。 

お寄せいただいたご意見等と、それらに対する広域連合の考え方について、別紙の

とおり取りまとめましたのでご報告いたします。 

今回ご意見等をお寄せいただきました方々のご協力に厚く御礼申し上げます。 

 

意見の募集期間等 

 ○募集期間 

平成１９年９月２８日（金）から１０月２２日（月）まで 

 

 ○公表の方法 

・本広域連合ホームページへの掲載 

・広域連合事務局、三重県内各市町の老人医療担当課及び国民健康保険担当課で

の配架 

 

 ○意見の提出方法 

直接提出、郵送、ファクシミリ、電子メール 

 

受付意見件数 

 ○個人・関係団体２名の方々から総数１０件のご意見をいただきました。 

・提出いただいたご意見の中には、広域計画〔素案〕へのご意見のほか、後期高

齢者医療制度に関するご要望やご質問も含まれておりました。 

 

 

 

 

 

 

 

三重県後期高齢者医療広域連合 



「三重県後期高齢者医療広域連合広域計画〔素案〕」に対する意見 

 意見 広域連合の考え方 

１ 広域連合議員が、関係市町の長や

議会代表の保険者だけで構成されて

おり、被保険者代表は、はじめから

選ばれない規約になっていることは

おかしいと思います。 

地方自治法上、広域連合の議会の議員は、広域連

合の規約で定めるところにより、広域連合の選挙人

が投票により（直接選挙）又は広域連合を組織する

地方公共団体の議会においてこれを選挙（間接選

挙）することとされており、また、選出方法につい

ては、市町執行部又は市町議会両者に広域連合議会

参加の機会が必要とされるところから、規約第８条

に「関係市町の長、副市長又は議会の議員のうちか

ら、各関係市町の議会において選出する。」と定め

ました。なお、広域連合の運営に関し住民の皆様の

適切な意見を反映させることができるよう、住民及

び住民関係団体の代表者等で構成する「三重県後期

高齢者医療広域連合運営協議会」を設置していま

す。 
２ パブリックコメントの募集は、イ

ンターネットで行われており、７５

歳以上の被保険者は、すべてが加入

対象になっているのに、このような

計画が進行していることを知らない

でいます。 
せめて、この内容を市町単位に説

明会を開催することが必要だと思い

ます。 

制度の詳細が決定しない状況下においてその周

知に苦慮していますが、県・市町等の関係機関との

連携のもと、可能な範囲での周知を図っています。

また、広域連合と市町が共同で各地域に出向き説

明を行う、いわゆる「出前講座」を平成２０年１月

から実施します。 

３ 事業規模の広域化によって財政の

安定化が図られるとは思えない。逆

に被保険者の声が届かなくなる。（ス

ケールデメリット） 

保険運営においては、疾病の流行による一時的な

医療費の増加等による財政状況を圧迫する事態が

生じることがあり、保険の対象範囲が広いほど影響

を受ける割合が小さくなるため、広域化することに

より保険財政の安定化につながります。 
後期高齢者医療保険の事業運営については、広域

連合が運営主体（保険者）となって保険料の決定と

給付等を行い、市町は各種届出の受付、保険料納入

通知の発送、保険料の納付、納付相談、問合せ対応

等を行います。ご指摘のとおり二重構造によるデメ

リットを解消するため広域連合と市町の連携に重

点を置いて円滑な運営に努めたいと考えています。

４ 後期高齢者医療に要する費用の適

正化とはどういうことなのか。 
 
 

老人医療費は現在、国民医療費の約３分の１にあ

たる１１兆円超にのぼり、高齢化の進展に伴い、今

後も増大するとの見通しになっています。７５歳以

上の後期高齢者は、生理的機能や日常生活動作能力

の低下による症状が増加するとともに、生活習慣病

を原因とする疾患を中心に、入院による受療が増加

するといった特性があり、こうした心身の特性等に



ふさわしい医療を提供することが求められていま

す。 
こうした中、後期高齢者が将来にわたり安心して

医療を受けられるようにするためには、国民皆保険

を堅持しつつ、増大する後期高齢者の医療費を安定

的に賄うため、持続可能な制度を構築することを図

る必要があります。 
５ 電算処理システムの構築だけが先

行し、市町村の負担が増えている。

後期高齢者医療制度を円滑に実施するためには

電算システムが必要であり、国民健康保険中央会が

厚生労働省の委託を受けて作成し、標準システムと

して各広域連合に提供されます。 
本広域連合も上記の標準システムをベースに可

能な限り独自の機能追加や変更を控え、安価で効率

的なシステムの構築に努めています。 
また、被保険者に関する住民情報、所得・課税情

報の収集、これらの情報を基に「被保険者台帳」の

作成、「保険料」の算定など制度実施に向け必要な

システムから先行して構築を行っています。 
６ 連合は減免制度と保健事業の充実

に努めるべき。 
公的医療保険制度は相互扶助の保険制度である

ため、保険料は被保険者全員で負担しあうのが原則

です。保険料額は、被保険者全員に課される均等割

額と被保険者の所得に応じて計算される所得割額

の合計となりますので、所得が低ければ、その額に

応じた額となります。また、被保険者と世帯主の所

得の合計額が低い場合には、一定の基準に基づき均

等割額が減額となりますので、低所得世帯と高所得

世帯が一律に負担を強いられることはありません。

ただし、保険料は前年所得を基準として計算され

ることや、災害等の不測の事態により、支払をする

時点においては納付困難な場合があります。そこ

で、一定の場合に限り、減免の規定を設ける予定で

す。しかし、減免により保険料収入が減る分につい

ては、他の被保険者の保険料で補わなければならな

いため、減免の適用は慎重に行うことが必要です。

納付相談に力を入れ、徴収猶予や分割納付により定

められた額を納付していただけるよう取り組んで

いきたいと考えています。 
保健事業につきましては、現在４０歳以上の全て

の住民が老人保健法や健康増進法に基づき、健康診

査や保健指導の対象になっています。しかし、平成

２０年度以降、後期高齢者の保健事業が努力義務と

されたものの健康管理の連続性等の面から必要と

考え、後期高齢者に対しても実施する方向です。 
実施に当たっては、被保険者の利便性の確保等の



視点から、介護保険制度の生活機能評価との同時実

施や、県内何れの健診機関でも受診可能なフリーア

クセス制度の構築が必要と考えており、現在関係機

関・団体等と調整中です。 
健康診査のほか、本人の求めに応じて、健康相談

等の機会の確保を行います。具体的には市町の生活

習慣相談等の中での対応を考えています。 
７ 市町村の年金からの徴収は止める

べき。 
年金からの特別徴収（天引き）については、高齢

者の医療の確保の法律において特別徴収とするこ

とが定められています。なお、特別徴収の対象とす

る年金額が年額 18 万円未満の場合、および介護保
険料との合計額が年金額の２分の１を超える場合

については、特別徴収せず、普通徴収（納入通知書

による納付）とすることと定められています。 
また、年金からの特別徴収でない場合であっても

納付すべき金額に変わりがないことをご理解下さ

い。 
８ 規約上の連合議員の選び方がおか

しい。何故首長・議員（市町村に配

分方式はおかしい）からなのか。被

保険者の代表の意見が反映されな

い。 
 
 

地方自治法上、広域連合の議会の議員は、広域連

合の規約で定めるところにより、広域連合の選挙人

が投票により（直接選挙）又は広域連合を組織する

地方公共団体の議会においてこれを選挙（間接選

挙）することとされており、また、選出方法につい

ては、市町執行部又は市町議会両者に広域連合議会

参加の機会が必要とされるところから、規約第８条

に「関係市町の長、副市長又は議会の議員のうちか

ら、各関係市町の議会において選出する。」と定め

ました。なお、広域連合の運営に関し住民の皆様の

適切な意見を反映させることができるよう、住民及

び住民関係団体の代表者等で構成する「三重県後期

高齢者医療広域連合運営協議会」を設置していま

す。 
９ この制度や連合について一般市民

に知らされていない。（啓蒙不足） 
 

制度の詳細が決定しない状況下においてその周

知に苦慮していますが、県・市町等の関係機関との

連携のもと、可能な範囲での周知を図っています。

また、広域連合と市町が共同で各地域に出向き説

明を行う、いわゆる「出前講座」を平成２０年１月

から実施します。 
10 差別医療となる診療報酬の包括払

いは止めるべきです。 
診療報酬の改定については、厚生労働省の諮問機

関である中央社会保険医療協議会にて協議される

ものです。当広域連合においても、その動向を見て

いきたいと考えています。 
 

なお、いただいたご意見の趣旨を踏まえ、「被保

険者である７５歳以上の高齢者等が世代の不利益

なく継続して必要な医療や保健に関するサービス



 

 

を受けることができるよう、所要の施策を実施して

いきます。」という一文を、広域計画〔案〕の２ 広

域連合の基本方針に加えました。 


